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アウトラインアウトライン

• 日本経済の実態

• 経済成長論によるインプリケーション

企業レベルデ タによる実証結果• 企業レベルデータによる実証結果

• 成長戦略成長戦略

「3人寄れば文殊の知恵」

–企業のグローバル化推進
～世界の知恵を活用する～～世界の知恵を活用する～

–少子化阻止少子化阻
～日本の知恵を増やす～ 2



日本経済の実態日本経済の実態
一人当たり実質GDP

日本経済の実態日本経済の実態
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日本経済の実態日本経済の実態
一人当たり実質GDP
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世界経済危機で世界経済危機で世界経済危機で
日本経済が特にダメージ

世界経済危機で
日本経済が特にダメージ

2008年7月‐2009年6月
のGDP成長率（％）

日本 ‐7.2本

アメリカ ‐3.9

イギリス 5 5イギリス ‐5.5

フランス ‐2.6

ドイツ ‐5.9

イタリア ‐6.0 出所：
OECD Stat
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イタリア OECD. Stat



輸出依存が原因ではない輸出依存が原因ではない輸出依存が原因ではない輸出依存が原因ではない
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輸出額／GDP（％、2008年上半期） 出所：
OECD. Stat



日本経済にとって

何が問題か？

どうすればよいか？どうすればよ か
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経済成長論 概論経済成長論 概論経済成長論 概論経済成長論 概論

資本蓄積資本蓄積

教育

短期的な成長 ○
長期的な成長 ×教育

「技術 進歩

長期的な成長 ×

長期的な成長 ○「技術」進歩 長期的な成長 ○
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1人当たり所得と全要素生産性（TFP）は
強く相関

1人当たり所得と全要素生産性（TFP）は
強く相関強く相関強く相関

TFP: 「総合的」な生産性の指標

物的・人的資本や労働力では
説明できない生産力の差異を表す

出所：
戸堂（2008）
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経済成長論 概論経済成長論 概論経済成長論 概論経済成長論 概論

資本蓄積資本蓄積

教育

短期的な成長 ○
長期的な成長 ×教育

「技術 進歩

長期的な成長 ×

長期的な成長 ○「技術」進歩 長期的な成長 ○

制度（経済・
「技術」政策

人口規模
人口成長

制度（経済・
政治・法）
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人口成長
政策



技術進歩になぜ政策介入が必要か？

A社
技術革新

E社

B社

E社
技術漏出

B社
C社

D社
社

市場均衡では技術漏出が

11
技術革新を阻害する



研究開発に対する補助率研究開発に対する補助率研究開発に対する補助率研究開発に対する補助率
中国

仏

シンガまずまずの規模
日本

シンガ
ポール

まずまずの規模
の政策介入

米
独

12出所：OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008



研究開発費の対GDP比研究開発費の対GDP比研究開発費の対GDP比研究開発費の対GDP比

本日本

投入は十分。

仏

米
投入は十分。

なのになぜ低成長？

中国
仏

13出所：OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008



技術進歩の経路技術進歩の経路技術進歩の経路技術進歩の経路

国内の技術革新技術進歩

知識利用
技術流入

外国の
知識 技術

技術流入

知識 技術知識・技術

外国技術の有効活用が
国内の技術進歩のカギ
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国内の技術進歩のカギ



自国の生産性成長に対する貢献度自国の生産性成長に対する貢献度自国 産性成長 対する貢献度
Eaton & Kortum (1999)による推計

自国 産性成長 対する貢献度
Eaton & Kortum (1999)による推計

100%

80%

90%

100%

60%

70%

80%
他国の研究開発

40%

50%

60%

20%

30%

40%

0%

10%

20%

自国の研究開発
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日本 アメリカ ドイツ フランス イギリス



外国技術を有効活用するには？外国技術を有効活用するには？外国技術を有効活用するには外国技術を有効活用するには
企業の

グ バル化
（ ）

グローバル化
（輸出・外国直接投資）（輸出 外国直接投資）（輸出 外国直接投資）

外国技術
流入 競争流入

生産性向上
16

生産性向上



企業レベルデータによる検証企業レベルデータによる検証企業レベルデ タによる検証企業レベルデ タによる検証

輸出輸出
(Kimura & Kiyota, 2006) 

対外直接投資
(Hijzen, Inui & Todo, 2007; Ito, 2007) 実施企業の

海外アウトソーシング
(Hij I i & T d 2009)

生産性↑

海外での研究開発

(Hijzen, Inui & Todo, 2009)

海外 研究開発
(Todo & Shimizutani, 2008)

対内直接投資 国内他企業
17

対内直接投資
(Todo, 2006)

国内他企業
の生産性↑



グローバル化はグローバル化は
必ずしも雇用を悪化させない必ずしも雇用を悪化させない

対外

短期的
雇用減

空洞化？
対外

直接投資

雇用減

生産性 長期的

親会社

生産性
増

長期的
雇用増

親会社の
雇用に影響なし

産業レベルの
雇用に影響なし雇用に影響なし

樋口 & 松浦, 2003; 
Hijzen, Inui & Todo, 2007; 

雇用に影響なし
Hijzen and Swaim (2007): OECD

Agnese (2009):日本
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Yamashita & Fukao, 2008
Agnese (2009): 日本



だが、日本経済のグローバル化は低調だが、日本経済のグローバル化は低調だが、日本経済のグ ル化は低調だが、日本経済のグ ル化は低調
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出所：World Development Indicators



研究開発のグローバル化も低調研究開発のグローバル化も低調

海外と連携した研究を行う企業のシェア（2002‐2004）

韓国
仏

韓国
仏

独
日本日本

20出所：OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008



研究開発のグローバル化も低調研究開発のグローバル化も低調

海外資金／民間研究開発費（％）

英

中国
仏

日本

中国
仏

独 日本

21出所：OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008



日本にはグローバル化できる企業が日本にはグローバル化できる企業が
まだまだあるまだまだある

国内向け企業
臥龍企業

企

臥龍企業
（2000社）

企
業
数数

グローバル企業
（輸出・海外投資）ゾンビ輸出企業 （輸出 海外投資）ゾンビ輸出企業

出所：若杉他（2008）

22全企業の平均を1としたときの全要素生産性



臥龍企業の臥龍企業の
グローバル化

より品質の 多様な財の

高い財の輸出 輸出

需要ショックに
強 経済

23
強い経済



内需型産業もグローバル化しつつあるが…

農産物の輸出 香港向け農産物 輸出 香港向け
南魚沼産コシヒカリ

小売業・飲食業の海外進出 ユニクロ
パリ店 月開店パリ店10月開店

博多一風堂

24

博多 風
ニューヨーク店



内需型産業もグローバル化しつつあるが…

建設業の国際展開

清水建設
米ポートランド州立大学

現政権下で
政策支援

米ポ トランド州立大学
政策支援

出所：

佐谷
（ ）

25

（2007）



日本経済のグローバル化のために日本経済のグローバル化のために
臥龍企業・内需型企業を含め

国内経済 規制緩和

FTA促進・WTO妥結・東アジア共同体構想

国内経済の規制緩和
（競争力のある企業を育て、海外市場に目を向けさせる）

企業のグローバル化に対する金融支援
猶 ゾ ビ（返済猶予の「ゾンビ支援型」ではなく）

海外市場の情報提供
効果の検証は必要

海外市場の情報提供

政府開発援助の拡充
26

政府開発援助の拡充
（「先兵」効果：Kimura & Todo, 2010）



日本経済のグローバル化のために日本経済のグローバル化のために

対日投資の誘致 （特に研究開発センター）

逆に、外資系製薬研究所の閉鎖続く

グラクソスミスクライングラクソスミスクライン
ノバルティス

特区の活用

人材育成
（英語力 科学技術力

ノバルティス
メルク

（つくば）
ファイザー
（愛知）（英語力・科学技術力・

発信力）

（ ）

バイエル
（京都・神戸）

（愛知）

対日ビジネス阻害要因第1位
＝人材確保の難しさ（66％）

27

＝人材確保の難しさ（66％）
（JETRO, 2008）



まとめまとめ

グローバル化グローバル化
政策

生産性成長
政策政策

経済成長
28

経済成長



「輸出立国モデル」は破綻したのか？「輸出立国モデル」は破綻したのか？輸出立国モデル」は破綻したのか？輸出立国モデル」は破綻したのか？

危機前（米国需要依存モデル）危機前（米国需要依存モデル）

輸出

日本 米
輸出

輸入

今後（世界相互依存的発展モデル）

輸入

今後（世界相互依存的発展モデル）

輸出（モノ・技術）

日本 世界
輸出（モノ・技術）

輸入（モノ 技術）

29

輸入（モノ・技術）



内需拡大論を考える内需拡大論を考える内需拡大論を考える内需拡大論を考える

現在議論されている内需拡大モデル現在議論されている内需拡大モデル

内需型内需型 内需型内需型
産業

再分配

内需型
産業

再分配

輸出
産業

産業

輸出輸出
産業 産業

輸出
産業

総所得は変わらない
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本来あるべき内需拡大モデル本来あるべき内需拡大モデル

内需型内需型
産業 生産性

内需型
産業産業 生産性

成長

輸出

産業

輸出輸出
産業

輸出
産業グロー

バル化

総所得増

産業
バル化

総所得増

31
内需増



経済成長論 概論 （再掲）経済成長論 概論 （再掲）経済成長論 概論 （再掲）経済成長論 概論 （再掲）

資本蓄積資本蓄積

教育

短期的な成長 ○
長期的な成長 ×教育

「技術 進歩

長期的な成長 ×

長期的な成長 ○「技術」進歩 長期的な成長 ○

制度（経済・
「技術」政策

人口規模
人口成長

制度（経済・
政治・法）
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人口成長
政策



なぜ人口が重要か？

0.84.0  人間の頭脳が技術進歩の源
人口（10億，
右目盛）

0.6

0.7

3.0 

3.5 

人間 頭脳 技術進歩 源

需要が大きくないと

右目盛）

0 4
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2 0

2.5 

需要 大きくな
技術革新はペイしない
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1人当たり
GDP成長率
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年
出所： Todo & Miyamoto (2002)

世界の人口規模と1人当たりGDPは相関



主要国の人口（千人 予測値含む）主要国の人口（千人 予測値含む）主要国の人口（千人，予測値含む）主要国の人口（千人，予測値含む）
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34出所： UN World Population Prospects 2008
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少子化の根本的原因少子化の根本的原因

給与

出産 退職
喪失

生きが
産 職

生きがい
喪失保育園が

保育園 学童保育保育園・学童保育
充実 が

保育園
空いてない…

子 手当子ども手当
（26000円/月）

の充実こそが
解決策

では損失補填
できない

規制緩和＋子育て
クーポンが最善策

35

できない クーポンが最善策
島田・渥美（2007）



結論結論

「３人寄れば文殊の知恵」で「３人寄れば文殊の知恵」で
日本経済の再出発日本経済の再出発

増加国内人口増加
日本の知恵を増やす

グ バ

日本の知恵を増やす

グローバル化
世界の知恵を活用する世界の知恵を活用する

36
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